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研究要旨 

［目的］地域包括ケアシステムを担当する多職種の病院前救急についての理解度を明らかにするために本研

究を行った。 

［方法と対象］世田谷区内の介護事業所連絡会等の参加者に webを利用してアンケートを実施した。 

［結果］112名に依頼し、32名から結果を得た。メディカルコントロール体制（以下 MC体制）の認知度は低

く、＃7119 の認知度は高かった。緊急度は高くなくても救急要請されていた。地域包括ケアシステム構築に

向けての MC体制及び救急隊の役割に関しては、必要性を感じてはいるものの、具体的な要望はなく、情報提

供等が希望されていた。 

［考察］MC 及び救急隊の活動について介護事業者等の理解度は低いが、救急隊との情報交換が求められてい

た。このため地域 MCには地域に救急医療をさらに広める活動が必要とされていると考えられる。 

 

 
Ａ．研究目的 
地域包括ケアシステムでの高齢者の救急搬送を

検討するにあたり、高齢者に係る職種、つまり地域
包括ケアシステムを担当する多職種が病院前救急
についてどのように理解しているかを明らかにす
ることを目的に本研究を行った。 
 
Ｂ．研究方法 
地域包括ケアシステム構築に向けて、市区町村で

は多職種連携や各種サービスの質の向上等を目的
に、様々な連絡会などが開催されている。今回は世
田谷区で開催されている多職種での災害対策勉強
会、定期的な連携等の参加者に対し、前年度作成し
た調査票を用いて、webでの調査を依頼した。 
 
（倫理面への配慮） 
氏名や所属の記載項目はなくし、個人が特定でき

ないように配慮した。 
 
Ｃ．研究結果 
1 webでのアンケートで以下について調査した。 
(1)病院前救護（プレホスピタルケア）におけるメ
ディカルコントロール体制認識の有無 

(2)＃７１１９に関する認識及び利用の有無 
(3)＃７１１９を利用した理由 
(4)在宅療養者宅からの救急要請経験の有無 
(5)在宅療養者宅からの救急要請の理由 
(6)上記要請時の救急要請から病院搬送までの過程
において問題だと思ったこと 

(7)上記救急要請時の搬送収容先決定の有無 
(8)上記救急要請時の収容病院決定までの病院照会

回数 
(9)上記救急要請時の収容病院決定までの所要時間 
(10)在宅療養中の自宅（または利用中の施設）で終
末期心肺停止（以下；CPA）と思われる状況で救
急車を要請した事の有無 

(11)在宅療養中の自宅（または利用中の施設）でＣ
ＰＡ傷病者への心肺蘇生をせずに病院へ搬送す
るよう関係者から指示された事の有無 

(12)上記で指示されたことがあるとして、関係者は
どのような者であったか 

(13)上記で指示されたことがあるとして、救急隊は
到着後、どのような対応をしたか 

(14)過去、救急要請から病院搬送の過程でうまくい
かなかった事、こうしたらうまくいくと思った事
等の事例について 

(15)地域包括ケアにおける救急隊の役割について 
(16)消防救急以外が実施する搬送システムが構築
された場合の地域包括ケア体制の充実への寄与
の有無 

(17)地域包括ケアの構築に向けて、地域のメディカ
ルコントロール体制や救急隊が担える役割につ
いて 

(18)地域包括ケアの構築には、地域住民相互の要支
援者に対する支援隊としての活動が必要と思わ
れますが支援隊の必要性、任務、必要な能力等に
ついて 

 
2 アンケート調査結果は以下のとおり 
(1)112名に依頼し、32名から回答を得た（29％）。
職種は、看護師31％（10人）、理学療法士・作業
療法士28％（9人）、ケアマネジャー13％（4人）、
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医師6％（2人）、ヘルパー6％（2人）、地域包括
支援センター職員3％（1人）、区職員3％（1人）
であった。 

(2)メディカルコントロール体制(以下MC)は56％が
知らなかった。 

(3)＃7119は知らないが28％、業務で利用したこと
があるは13％であった。利用した理由として、か
かりつけ医がいなかったが67％であった。 

(4)業務で救急要請をしたことがあるは53％であり、
そのうち緊急事態であったが36％と一番多かっ
たが、移送手段がなかったが23％あった。 

(5)救急要請時に、問題はなかったは13％で、問題
は、搬送先が決まらなかったが29％、情報がうま
く伝わらなかったが26％であった。また救急要請
時に搬送先が決まっていたのは69％であった。 

(6)終末期の心肺停止（以下CPA）での救急要請は3
5％で、そのうち60％は救急隊が心肺蘇生を行い
ながら搬送していた。警察の介入は20％、救急隊
が在宅医に連絡し、在宅医が死亡確認したのは1
0％で、その他が10％であった。 

(7)救急隊の地域包括ケアシステムに対する役割な
どについては、自分たちへの情報提供・意見交換
の希望が多かった。 

(8)また、地域包括ケアシステムで地域MCや救急隊
が担える役割についての自由記載では、勉強不足
でわからない、連携及び協力について情報提供を
してほしい、などが主で具体的な要望はなかった。
一方、地域包括ケアシステムにおいて救急隊と連
携することにより、地域全体で支える目があると
いう安心感がある、救急時の心強い機動力である、
という意見もあった。 

 
Ｄ．考察 
平成27年総務省消防庁調査「救急車収容時間延伸

の要因分析」において、収容時間短縮の最大の要因
はケアマネジャー、民生委員などの福祉との連携に
より、高齢者等に関する情報があらかじめ集約され
ていることであると報告されている（https://www.
fdma.go.jp/neuter/about/shingi_kento/h27/kyuk
yu_arikata/houkoku/houkokusyo.pdf）。 
慢性期の高齢者は日常的に地域の医療福祉サー

ビスに支えられていることが多く、それらのサービ
スに関わる人々が救急についての情報提供や理解
を深めることは、救急車の適正利用促進に重要な役
割を果たすと考えられる。しかし、今回の調査では
MCや＃7119など救急に対する関心や理解度は低か
った。このことから、救急と地域の看護、介護、福
祉との情報交換を推進することは急務であるとい
える。 
われわれは平成28年から世田谷区で在宅医療推

進をテーマとした区民向けセミナーを担当してい
る。そこでは、在宅医、訪問看護師、ケアマネジャ
ーとともに救急隊にも参加を要請し、救急隊の現状、
高齢者が地域でずっと過ごすことと救急隊とのか
かわりなどについて啓発を試みている（資料参照）。
今後は更に地域包括ケアシステムに関わる職種と、
救急に関わる職種の人々が連携を進めていくこと
が望ましいと考えられ、このために救急医療の現状
の理解と今後の方向性等をテーマとした前述の地
域住民向けセミナー開催等、地域MCだからこそ果た
せる役割もあると考えられる。 
 
 

Ｅ．結論 
地域包括ケアシステムを担当する多職種は病院

前救急に対する関心や理解度は低かった。 
今後は、高齢者救急搬送の適正化を図るために、

職種間の情報交換等を推進し、相互理解を高めてい
く必要性とともに、これに地域MCとして果たせる役
割があると考えられた。 
 
Ｆ．健康危険情報 
なし 

 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
なし 

 2.  学会発表 
なし 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1.  特許取得 
なし 

 2.  実用新案登録 
なし 

 3.  その他 
なし 
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